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第５ 都市復興のプロセス 

ここでは、被災後の都市復興を進めていくための体制や役割分担、取組の流れについて整理します。 

 

１．都市復興の体制 

復興を進めるためには、まず被災者自らによる取組（自助）が基本となります。しかし、被害規模が

大きくなるにつれて、個人の力では解決が困難になるため、地域力を活かした助け合い（共助）やNPO、

ボランティア、専門家、企業等との連携、行政等による公的支援（公助）を組み合わせた協働による復

興体制が求められます。 

自助・共助・公助が一体となった都市復興が進められるよう、行政はNPOやボランティア等と連携を

して都市復興を支援していきます。 

  

出典：東京都「東京都震災復興マニュアル 復興プロセス編（平成 28 年３月）」より作成 

＜住民主体の復興と公助による支援＞ 

 

 
 

 
 

市民 事業者 地域復興協議会 等 

◆◆◆◆ 「自助」「共助」「公助」 ◆◆◆◆ 

自助：自分自身や家族がで
きること。 

＊自宅などの耐震、不燃化 
＊自宅などの修繕 
＊生活の再建    など 

共助：地域で助け合って行
うこと。 

＊町内会・自治会、ご近所主
体でのまちづくり 
＊協定などによる建築制限
やルールづくり  など 

公助：行政が行う、支援す
ること。 

＊被災状況や復旧、復興に関
する情報提供 
＊道路などの都市基盤施設
の整備を伴うまちづくり       

など 
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２．都市復興の流れ 

都市復興は、市民と行政が互いに協力しながら復興に取り組んでいきます。被災直後の避難生活期、復興まちづくりの検討を始める復興始動期（概ね２週間以降）、復興事業を実施する本格復興期（概ね６か月以降）の各段階に

おいて、市民及び行政の動きも変化していきます。 

本市では、被害の状況を知り復興の体制を作るため、家屋の被害状況調査の実施や都市復興の基本的な方針をまとめた「都市復興基本方針」の作成、無秩序な建築の制限を行う建築制限、具体的な復興の取組をまとめた「都市復

興計画」の策定等を行います。市民は、これらを進めていくにあたり「地域復興協議会」を設立し、行政との協働により復興まちづくりを進めていきます。 

 

  

 

 

＜地域協働による復興まちづくりの流れ＞ 

 

【市民の動き】 

地域復興協議会の活動の本格化 

時限的市街地 用語解説の設置や、都市復興計画案に 
ついて行政の提案をもとに地域の意見の取りまとめを行う 

都市復興計画案の提案 

都市復興計画案について、地域の意見を 
取りまとめて行政に提案する 

都市復興計画内容の協議 

地区の復興まちづくりにかかる 
都市復興計画内容について合意形成を行う 

地域復興協議会の総合的な 
地域づくり活動の展開 

都市復興事業の実施にあたり、 
道路や公園等の施設整備へ参画する 

地域復興協議会の結成と活動の開始 

地区の復興まちづくりにかかる都市復興計画の
提案を行うため、地域復興協議会を設立する 

避難生活期からの復興体制づくり 

町内会・自治会が相互に助け合い 
ながら、様々な情報を共有し、 

復興の体制を整える 

（
被
災
前
） 

事
前
復
興 

・地域の課題や資源を把握する  ・地域の復興像をイメージする 

・都市復興の理解を深める    ・地域の復興像を共有する 

・地域での復興訓練を行う 

 

避
難
生
活
期 

本
格
復
興
期 

(

概
ね
６
か
月
以
降) 

復興事業計画の策定・実施 

家屋の被害状況調査 

都市復興基本方針の策定 

第一次建築制限の 
区域指定・実施 

土地取引規制 

協働復興区の 
認定・活動支援 

第二次建築制限の 
区域指定・実施 

都市復興計画の策定 

【町田市の動き】 

・被害状況等を把握し都と共有する 

・調査は被災前に抽出した優先調査地区から実施し、その後その他の

地区を実施する 

・都市復興の理念や目標、市街地復興の対象区域とその地区区分等を

示す方針を策定する 

・第一次建築制限を実施する区域及び建築の制限又は禁止の内容を作

成する（詳しくは p64 参照） 

・都市復興基本方針を具体化し、市内の主要なインフラや土地利用等

の都市計画や事業の指針を記載した計画を作成する 

・復興まちづくりに支障となる土地取引が行われる可能性がある場合

には、「監視区域」の指定を検討する（詳しくは p66 参照） 

・時限的市街地の設置計画を作成し、これに基づき、時限的市街地を

設置し、運営を行う（詳しくは p65 参照） 

・住民等の意向を踏まえ、「地域復興協議会」の設立を支援し、認証す

るとともに、その活動区域を「協働復興区」として認定する（詳しく

は p62 参照） 

・地域復興協議会との協議を踏まえ、実施している主要インフラ等の

都市計画決定・変更の内容を加えた計画を策定する 

・「市街地改造計画(原案)」や「市街地修復計画(原案)」の検討と合わ

せて、第二次建築制限の実施について検討する（詳しくは p64 参照） 

・都市復興計画や意向調査の結果を踏まえ、復興事業計画を策定・実

施する 

・都市復興のあり方について考え方を整理する・都市復興訓練や勉強会を行う・マニュアル等の更新 

・被災前調査を実施する          ・優先調査地区を抽出する（詳しくは p61 参照） 

・都市復興に関する市民への意識啓発を行う ・地域の復興まちづくりに向けた支援を行う 

仮設店舗、 
仮設医療機関
等の営業が 
再開する 

(被災後 
２週間～) 

避難施設での生活をはじめる 
（被災直後～） 

仮設住宅に 
入居する 
(～被災後 

３か月) 

本格的な住宅、店舗等の 
再建が始まる 

（被災後６か月～） 

 
罹災証明書の
交付を受け、 
住宅の応急処

理を行う 
(～被災後 
１か月) 

生活の様子 

自宅の被害の程度を確認し、 
市へ罹災証明書を申請する 

（被災直後～） 

ライフラインが復旧していく 
（被災後３日～２か月） 

復
興
始
動
期
（
概
ね
２
週
間
以
降
） 

専門家派遣、 

行政職員配置 

などのサポート 

計画案の検討 

時限的市街地に 
関する協議 

発災 

平時からの復興まち

づくりの取組支援 

都市復興基本方針 

の提示 

都市復興計画原案 

(地区部分)の提示 

都市復興計画案 

(地区部分)の提案 

都市復興計画内容
の協議 

時限的市街地の検討 

必要に応じて時限的市街地の設置を行政に要請し、 
運営に関する協議を行う 

地域復興協議会の流れ 
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（１）優先調査地区 

発災後、円滑に市街地復興の対象区域等を示すためには、迅速に被害状況の調査を実施する必要があ

ります。しかし、被災直後には人員不足や停電などにより調査準備が整いづらい状況も想定されること

から、効率的な被害調査実施に向けた事前の備えとして、被災した場合に市街地復興の可能性がある地

区を「優先調査地区」としてあらかじめ抽出します。 

 

＜優先調査地区抽出の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の優先調査地区は、都市づくりのマスタープランの位置づけや災害ハザードごとの被害想定等に

より抽出し、大規模な災害が発生した場合は、発災後10日以内に優先調査地区の調査を行い、１か月以

内にその他の地区の調査を実施します。 

駅周辺や生活の拠点は早期復興が求められることから、市街地再開発事業などの面整備を想定しつつ、

家屋被害のほか、広域交通・物資運送のための道路の状況や駅周辺の歩行者空間への被害についても広

く調査を行う必要があります。 

また、道路や活動空間が不足しているなどの都市基盤施設の整備水準が低い場所についても、復興事

業による整備の必要性を判断するために、家屋被害のみならず道路の状況などについても調査を行う必

要があります。  

災害ハザードごとの被害想定 

・地震による被害想定 

・大雨によるによる被害想定 

（浸水及び土砂災害） 

２ 

都市づくりのマスタープランの
位置づけ 

 

１ 

●広域都市拠点 
●にぎわいとみどりの都市拠点 
●生活拠点 
●暮らしのかなめ 

 

 

優先調査地区 

・浸水深が高く、家屋

倒壊の危険性が高い 

・拠点性が高く、早期の

復興が望まれる 

＊イメージ 

・地震による倒壊

被害棟数が多い 

・土砂災害の危険性

が高い 

・木造建物が密集

し、地震による

延焼棟数が多い 
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（２）地域復興協議会 

被災時に地域コミュニティが果たす役割は大きく、地域の合意形成を図りながら、地域特性に応じた

復興まちづくりを行う必要があります。 

本市は、被災地域の地域住民等が主体的に参画し、地域力を活かした核となる組織「地域復興協議会」

の設立を支援し、組織からの申請に応じて市が認証するとともに、その活動区域を「協働復興区」とし

て認定し、地域協働による復興まちづくりを進めていきます。 

地域復興協議会の設立には、町内会や自治会等の既存の地元組織等を活用することが考えられ、地区

協議会を中心に、町内会・自治会の役員や消防団、地元事業者等から構成することを想定しています。

地域復興協議会において協議した結果等は、広報等の発行により、地域へ発信していきます。 

 

 

 

住民の手による復興計画 

東京都立大学 都市環境学部 都市政策科学科 助教 

益邑 明伸 

 

岩手県大槌町の赤浜地区は、2011年3月11日の津波により、住民の約１割の方が亡くなり、

多くの家屋が破壊されました。この地区は、津波を防ぐための防潮堤の高さを、被災後に県

が示した被災前より８ｍ高い高さではなく被災前の高さで再建することを決めた集落です。 

 

この地区では、体育館での避難生活を続けな

がら、2011年7月頃から、地区の住民有志が、

地区の将来像を、行政の検討とは別に考え始め

ていました。大学研究室が作った地形の模型

を、紙粘土や色紙を使って加工していきなが

ら、新しい地区の姿を検討していました。10月

には、地区の復興計画案と模型を町長に提出し

ました。防潮堤は被災前と同じ高さにしたま

ま、住宅地を嵩上げする案でした。高い防潮堤

があると津波が見えなくなり被害が広がる、と

いう被災の経験則をもとに考え抜いた、津波に

対する安全性を重視した計画案でした。 

 

 

地域復興協議会 

の活動内容 

①地域の課題解決に向けて、地域の実情に応じたまちづくり 

②建物の建て方や地域環境保全に関するルールづくりや協定締結の活動 

③地域の課題にきめ細かく対応するための事業や施設の管理・運営 

④コミュニティビジネスとして取り組む、地域課題に対応するための事業 

住民の手で加工された、住民有志による提案内容

を示す模型 
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一方、大槌町は、住民とは別に3つの復興パターンを検討していました。同時に、地区ごと

の住民の意思を尊重する姿勢もありました。地区ごとに「地域復興協議会」を設置すること

で、住民の意見を復興計画に反映される仕組みを作りました。 

 

赤浜地区の地域復興協議会の第1回、第2回は

2011年10月に開かれました。まず、地区の住民の

前で、住民有志の案が説明されました。町からも3

つの復興パターンが説明されましたが、そのうち

の1案が、住民有志の案に近いものでした。11月末

には、住民有志の案をベースにした案が地区住民

によって承認され、町議会を経て赤浜地区の基本

計画となりました。2012年度以降はこの基本計画

を実現させるよう、住民の意向調査や関係機関と

の調整等が重ねられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤浜地区では、国や自治体の方針、政策に先立って、住民の有志自ら復興計画案を話し合

い始めました。その結果、地区の基本となる考え方について議論を重ねることができまし

た。一方で、復興計画案を地区全体で共有しながらまとめていくには、当時は地区の自治会

がなかったために、町が立ち上げた地域復興協議会の場が重要でした。 

 

赤浜地区では、様々な条件が重なって、被災後に住民が主体の計画づくりを進めることが

できました。しかし、被災後の落ち着かない時期にできることには限界もあります。被災直

後は、話し合いの場では津波への安全性が強く意識されましたが、徐々に安全性と日常の利

便性等とのバランスも意識されるように変わっていきました。 

今お住まいの地区についても、地区全体で話し合える仕組み（話し合いの場など）を被災

前に作っておくこと、また、地区の魅力や改善したいところについて被災前に考えておくこ

とで、災害が起きた後の地区の復興の話し合いをスムーズに始める後押しになります。 

 

参考文献：『津波被災集落の復興検証 : プランナーが振り返る大槌町赤浜の復興』（窪田 亜矢, 黒瀬 武史, 上條 慎司, 萩

原 拓也, 田中 暁子, 益邑 明伸, 新妻 直人, 萌文社, 2018 年 11 月） 

画像出典：大槌町震災アーカイブ（いずれも大槌町撮影） 

 

2011 年 10 月の体育館で模型を囲んで開催された 

地域復興協議会の様子 
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（３）建築制限 

市街地復興の対象区域において、無秩序な市街地形成が進むと健全な都市復興の妨げとなるため、必

要に応じて建築行為等を制限します。 

建築制限には『第一次建築制限』 『第二次建築制限』があり、段階に応じて実施の有無を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第一次建築制限 

根拠法 建築基準法 

実施の 

基準 

家屋被害状況調査による大被害地区（概ね被害率 80％以

上の街区が連担した地区）を基本に、復興事業を見通して

合理的な区域を対象とし、建築行為により復興まちづ

くり上支障となる可能性がある場合に、建築行為を制

限する。 

制限期間 
２週間～１か月 

（最大２か月まで延長） 

 

発
災
か
ら
２
週
間
以
内 

第二次建築制限 

根拠法 被災市街地復興特別措置法、都市計画法 

実施の 

基準 

第一次建築制限期間内に復興都市計画の決定に至ら

ず、さらに検討が必要な区域を対象とする。 

第一次建築制限と異なり、建築行為等の制限に加え、

土地の形質の変更の制限や市街地開発事業等・住宅供

給等の特例を受ける。 

制限期間 ２か月～２年以内 

 

発
災
か
ら
２
か
月
以
内 
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（４）時限的市街地 

市街地復興の対象区域において、本格的な復興まで区域内地権者の継続的な生活を支える場として、

被災宅地等を活用して、住宅、店舗、事務所、集会所などの仮設建築物や残存する建物やオープンスペ

ースなどによって構成する『時限的市街地』の設置を検討します。 

時限的市街地づくりは行政だけでなく、地域復興協議会と連携して行います。地域復興協議会には、

仮設建築物づくりの方針決定や、被災者の居住継続意向の確認、応急仮設住宅の建設要請などの活動が

期待されます。 

＜時限的市街地づくりの仕組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：東京都「東京都震災復興マニュアル 復興プロセス編（平成 28 年３月修正）」 

◆◆◆◆ 時限的市街地の例 ◆◆◆◆ 

大きな揺れや津波・火災などにより、大規模な被害を受けた東日本大震災では、県や市町

村による建設のほか、民間事業者等により「仮設住宅」や「仮設商店街」の用地確保や建築

物の建設が行われました。 

出典：国土交通省「東日本大震災における応急仮設住宅の建設事例（平成 23 年 10 月）」 

石巻市「東日本大震災 石巻市のあゆみ（平成 29 年３月）」 

＜地元業者が施行した仮設住宅＞ ＜市と商工会議所が設置した仮設商店街＞ 
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（５）土地取引規制 

大規模な復興を予定している地区では、地区状況によって地価の急激な上昇のおそれがあり、投機的

な土地取引等が行われ、復興まちづくりのための土地の確保に支障となるおそれがあります。 

そのため、土地取引の規制が必要な場合に、国土利用計画法第二十七条の六第一項の規定に基づく、

監視区域の指定を検討します。 

  
国土利用計画法 第二十七条の六第一項（抜粋） 

地価が急激に上昇し、又は上昇するおそれがあり、これによって適正かつ合理的な土

地利用の確保が困難となるおそれがあると認められる区域（第十二条第一項の規定によ

り規制区域として指定された区域を除く。）を、期間を定めて、監視区域として指定する

ことができる。 
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